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第２章 体制整備 

１ 新型コロナウイルス感染症対策本部の設置 

 (1) 設置経過 

 ① 設置根拠   

    新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）により設置 

 ② 設置経過 

 （任意本部） 令和 2 年 2 月 27 日（同日開催の部長会議において決定） 

 （法定本部） 令和 2 年 4 月 7 日（同日の緊急事態宣言発令を受け、新型インフル 

        エンザ等対策特別措置法第 34 条第 1 項の規定に基づき法定本部に改 

        組） 

 （任意本部） 令和 2 年 5 月 26 日（5 月 25 日の緊急事態宣言解除を受け任意本部に 

        改組） 

 （法定本部） 令和 3 年 1 月 7 日（同日の緊急事態宣言を受け法定本部に改組） 

 （任意本部） 令和 3 年 3 月 22 日（3 月 21 日の緊急事態宣言解除を受け任意本部に 

        改組） 

 （法定本部） 令和 3 年 4 月 23 日（同日の緊急事態宣言を受け法定本部に改組） 

 ③ 本部の廃止 令和５年５月８日から５類感染症に位置付けられたことに伴い、令和   

        ５年５月 10 日実施の第 28 回本部会議をもって廃止となった。 

 (2) 体制図（発足当時） 
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(3) 本部会議開催経過 

 

回 開催日 内   容 

1 R2.2.27 〇新型コロナウイルス感染症対策（案） 

2 R2.2.27 

〇新型コロナウイルス感染症対策本部の基本方針（案） 

〇新型コロナウイルス感染症対策（案） 

・本部員からの意見を反映し決定 

3 R2.2.28 

○市主催のイベント・会議等の実施（中止）予定 

○教育施設（小中学校）の休業等の対応 

○市民利用施設の対応 

4 R2.3.11 

〇感染症対策の改訂 

・期限を 3/15 から 3/31 に延長 

○国内の感染状況 

○3/9 発表国の専門家会議の意見 

○庁内のイベント等の中止・延期と施設の休止等の状況 

5 R2.3.27 

〇感染症対策の改訂 

 ・「イベント・会議等における感染予防対策ガイドライン」を策定 

 ・期限を 3/31 から 4/30 に延長 

○国内の感染拡大の状況 

○3/19 発表国の専門家会議の提言 

○経済的支援策 

○高齢者関連施設の条件付き再開 

6 R2.4.6 
〇小中学校の休業 

 ・4/8 から 4/19 までの期間を休業とする 

7 R2.4.6 ○各部の対応 

－ R2.4.14 
【稟議による決定】 

 ・小中学校の休業期間を 5/6 まで延長する 

8 R2.4.20 

〇感染症対策の改訂 

 ・期限を 4/30 から 5/6 に延長 

 ・ガイドラインについて、感染拡大リスクの高い３つの条件を国の通知（密閉・

密集・密接）に変更 

○各部の対応 

○市の対策本部室（相談窓口）の設置 

○経済的支援策 

－ R2.4.21 部長会議において「新型コロナウイルス感染症対策室」の設置を決定 
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9 R2.5.1 

〇感染症対策の改訂 

 ・期限を 5/6 から 5/31 に延長 

〇公共施設の状況 

 ・休館・休止期間を 5/31 まで延長 

 ・楽寿園については次回会議で判断 

○5/7 以降の小中学校、放課後児童クラブ、公立幼稚園の休業の取り扱い 

 ※連休前に本部員会議を開催する時間がなかったため、個別に本部員には了承を

得て会議で報告 

○保育園の対応 

○公共施設の状況 

○市内感染者発生時の対応 

○特別定額給付金 

○休業協力金 

10 R2.5.5 

〇感染症対策の改訂 

 ・緊急事態宣言の延長を受けた改訂は行わないことを確認 

〇公共施設の対応 

 ・施設の再開に向け、施設ごとの運営方針を作成する 

 ・楽寿園の休園期間は 5/31 まで延長するが、今後の状況により段階的な開園を

含め休園期間の短縮を検討 

〇5/7 以降の休業要請（協力金）の取り扱い 

 ・休業要請の期間は延長しない方針であるが、商工会議所の意向を確認の上で決

定する 

 ※会議後、商工会議所の意向を確認し、休業要請期間は延長しないことを決定 

○緊急事態宣言の延長 

○特別定額給付金の対応状況 

○保育園の対応 

11 R2.5.7 

〇地方創生臨時交付金の活用 

 ・全庁的にアイデアを募集し、次回会議で検討 

○緊急事態宣言の延長に伴う県内の対応 

○県内の感染者の状況 

○特別定額給付金事務における職員流動 

○休業協力金 

○特別定額給付金 

○小中学校、幼稚園、保育園の今後の見込み 

12 R2.5.15 

〇市立幼稚園・小中学校の再開 

 ・6/1 から再開 

 ・5/31 までの臨時休業期間は再開までの準備期間とし、分散登校（園）を実施 

〇放課後児童クラブの対応 

 ・5/22 まで特別開館クラブで受入れ、5/25 から 5/29 まですべてのクラブを正

午から午後 6 時まで開館 
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〇感染症対策の改訂 

 ・政府の基本的対処方針の変更に準じた内容に改訂 

 ・「市施設における感染防止ガイドライン」を策定 

○緊急事態宣言の解除 

○公共施設の対応 

○特別定額給付金の対応状況 

○休業協力金の対応状況 

○マスクの配布・物品寄贈 

〇地方創生臨時交付金の活用 

 ・候補事業については、6 月補正予算を要求した上で、予算査定を経て決定 

○生活困窮者への対応状況 

13 R2.5.24 

◎市内在住者の新型コロナウイルス陽性確認を受け開催 

〇公共施設の利用制限拡大 

 ・5/27 の本部会議で各部所管施設の対応を確認する 

〇小中学校等の対応 

 ・5/25 からの分散登校等について、予定どおり実施とするが、感染防止対策等

注意するように指示 

○患者概要 

14 R2.5.27 

〇対策本部の任意本部への移行 

・5 月 26 日の緊急事態宣言解除を受け、法定本部から任意本部への改組 

〇公共施設の再開 

・基本的に三密を避けられる施設は、利用制限（利用者数を定員の 1/2 等）をつ

け開放 

〇定例的イベント等の再開 

〇市の感染症対策の改訂 

・県警戒レベル 3 で県内「注意」、県外「警戒」 

〇地方創生臨時交付金（228,011 千円）の活用 

・公共交通事業者感染拡大対策支援事業（5,870 千円） 

・障がい福祉事業所感染拡大対策支援事業（5,200 千円） 

・高齢者介護事業所感染拡大対策支援事業（9,100 千円） 

・事業継続支援給付金（250,200 千円） 

〇特別定額給付金の対応状況 

・5 月末の土日、各部 2 名の流動依頼 

・申請は、5 月 26 日現在、67.76％ 

〇休業協力金の対応状況 

・現在、予算同等額の申請、審査中の 14 件は、予備費対応 

・事業者の申請忘れないよう、アナウンスを要請 

〇その他 

・職員の時差出勤は 6 月末まで継続 

・特別警戒都道府県であった地域への出張命令は原則発しない 



48 

15 R2.6.24 

〇市の感染症対策の改訂 

・「イベント・会議等における感染予防対策ガイドライン」一部改訂 

〇今年度のイベント等の実施見込み 

〇地方創生臨時交付金の活用について 

・国の 2 次補正分として、641,157 千円を交付限度額として交付決定 

〇特別定額給付金の対応状況について 

〇事業者支援について 

(1)休業協力金の対応状況 

(2)リスタート事業費補助金の対応状況 

・申請が低調なため、商工会議所を通じて周知を図る 

(3)中小企業者等応援補助金の概要 

・2,500 件の申請見込み。職員の応援を 

〇その他 

・職員時差出勤は 7 月末まで継続 

・出張については必要性、出張先の状況を踏まえて各所属での判断 

－ R2.11.24 

「新型コロナウイルス感染症対策」関係課協議 

１ 新型コロナウイルス感染症の状況 

２ 庁内対応マニュアル等の確認 

３ 感染拡大に伴う対策範囲 

・庁内危機管理体制の確認 

・広報、啓発活動 

・経済対策 

16 R2.12.1 

〇市内における新型コロナウイルス感染症陽性患者の発生状況 

・感染経路が概ね判明 

〇公立保育園における陽性患者の発生及びその対応 

・濃厚接触者の絞り込み(行動調査)は、条件(マスク無し 15 分間、1ｍ未満で会話)

に当てはまる者を該当保育園でリストアップした。保健所とは電話でのやり取り

のみ。 

・消毒作業は業者に依頼し、11 月 27 日(金)夜に実施。 

・検査結果としては全員陰性のため、30 日(月)から開園。 

・感染者(配偶者)の検査結果が出る前に、当該職員が休みを取った(症状がないに

も関わらず)ことが、対応として非常に良かった。 

〇職員陽性（濃厚接触）判明時の連絡体制 

・家族に感染者及び濃厚接触者が出た場合、決められたルートにて報告 

〇職員が新型コロナウイルスに感染した場合等の対応基準 

・発熱は 37.5 度以上とし、その他症状として下痢、頭痛、咳も含む 

・会計年度任用職員が年休を取るのに躊躇しないよう特別休暇等の対応 

・発熱ありきではなく、その他の症状が本人及び家族に出た場合は、必ず病院を

受診し医師の判断を仰ぐこと。 

〇ＰＣＲ検査の拡充 

・社会福祉施設等従事職員、65 歳以上三島市民など PCR 検査（社会的検査）業

務の実施（令和 3 年 1 月頃開始予定） 
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－ R3.1.7 

健康づくり課内に予防接種チームを設置 

・システム改修、コールセンター設置、接種会場等確保、接種券等の印刷郵送、

職員の動員 

17 R3.1.8 

〇市内における新型コロナウイルス感染症陽性患者の発生状況 

・生徒園児への影響 

・市内において現時点でのクラスター発生は、なし 

〇緊急事態宣言の発出及び県の動向等 

〇対策本部の法定本部への移行 

〇３連休中の行事 

・成人式中止…市長からのお祝いメッセージ市ホームページ、SNS 利用ほか 

・成人式代替事業…楽寿園フォトスポット設置など 

・出初式…分団長、副分団長のみ出席、屋外にて表彰伝達式のみ 

〇その他 

・保護者向けに家庭内の感染予防呼びかけ 

・企業向けには、商工会議所と検討 

・市長動画メッセージの公開 

・家族の体調不良等の場合には休むよう、人事課の通知を再掲 

18 R3.1.15 

〇市内における新型コロナウイルス感染症陽性患者の発生状況及び県内の年末年始

の感染経路等の分析 

・10 万人あたりの感染者数が 25 人超。（国のステージⅣの基準） 

〇県の実施方針及び対応方針 

〇市職員が陽性となった場合の公表基準（案）について 

・公表はいずれの場合も課名まで 

・併せ対処状況なども公表 

・小中学校幼保の場合は名前を出さず 

〇新型コロナウイルスワクチンの接種体制 

・接種順位及び接種スケジュール（予定） 

2 月下旬～医療従事者（県対応） 

3 月下旬～65 才以上の高齢者 

4 月下旬～高齢者以外の基礎疾患を有する者等 

19 R3.4.28 

〇緊急事態宣言発出に伴う対応 

 ・対象地域外でも法定の対策本部を設置の必要あり 

〇ゴールデンウィーク期間中におけるイベント等の開催等 

 ・楽寿園のイベント及び大通り商店街まつりの感染対策 

 ・川をきれいにする奉仕活動参加者には感染防止対策の徹底を呼び掛け 

〇ワクチン接種 

〇市内における新型コロナウイルス感染症陽性患者の発生状況 

〇その他 

 ・宿泊業団体及び飲食業団体に改めて感染防止対策の徹底を周知 

20 R3.8.5 

〇まん延防止等重点措置区域の指定 

〇関係企業、団体等への呼びかけ 

〇所管施設の対応 
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21 R3.8.6 

〇まん延防止等重点措置の概要（県本部会議資料） 

(1)感染者発生・入院等の状況 

(2)静岡県専門家会議からの提言 

・重症病床の確保 

・入院患者の受入促進 

・疑い患者用の病床 

・退院可能者の後方支援病院への転院・宿泊施設・自宅での療養促進 

・療養体制の強化 

・宿泊療養施設未設置の医療圏域への新規設置の検討 

・地域診療所による自宅療養者の診療体制充実 

(3)医療提供体制の確保及び感染対策に向けた取組 

・病床確保、病床の回転率の向上 

・自宅及び宿泊療養者への診療体制の確立 

・新規の宿泊療養施設の設置検討 

・クラスター発生の抑制 

・保健所機能の維持 

・デルタ株主流の中の感染対策呼びかけ 

(4)警戒レベルの引上げ 

・8 月 6 日現在、「警戒レベル 6（厳重警戒）」、「まん延防止等重点措置」 

・まん延防止等重点措置は 8 月 8 日 0 時から 8 月 31 日 24 時までの期間で県東

部・賀茂地域、静岡市、浜松市を措置区域。飲食店等及び大規模集客施設等へ

の営業時間の短縮要請 

(5)まん延防止等重点措置を踏まえた今後の対応方針 

・まん延防止等重点措置期間は、8 月 8 日 0 時から 8 月 31 日 24 時まで 

・措置区域は、県東部・賀茂地域、静岡市及び浜松市 

・飲食店等及び大規模集客施設等への営業時間の短縮要請 

〇協力金支給に関する市の事務 

・事業者への周知、協力依頼…全日数（24 日間協力店のみ対象とする） 

・協力金支給事務 

・店舗の見回り 

〇公共施設の対応 

・公共施設の利用時間短縮等 

〇営業時間短縮要請に係る県からの協力依頼 

(1)事業者への周知 

・業界団体等を通じた周知…商工会議所、観光協会、飲食店組合、食品衛生協

会に対し、8 月 6 日付けで商工観光課から周知済。紙媒体を 2,000 部。短縮要

請期間は、8 月 8 日 0 時から 8 月 31 日 24 時までの 24 日間。対象施設は、飲

食店、1,000 ㎡超の大規模集客施設。自粛時間は、20 時から翌朝 5 時まで（※

酒類提供は終日行わない）。協力金の詳細、申請方法は後日 

・市ホームページへの掲載：まん延防止等重点措置に係る静岡県の対応方針 

(2)店舗の見回り 

・（県）見回り調査要領及び日報：24 日間に約 800 店舗を一周。20 時以降に外 
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22 R3.8.7 

    観から開店している店舗数、閉店している店舗数を報告。見回った件数を翌日

午前に報告。 

・見回り調査の方法：1 日の調査件数の目安は、約 33 件。 8 月 8 日から 1 週

間程度（以降は、県の委託業者が実施）。午後 8 時から 9 時までの 1 時間程度。

調査人数は、1 日 2 名。調査職員は 8 月 10 日から 14 日までコロナ室職員で対

応。 

(3)協力金支給事務 

・県が外部委託により実施 

23 R3.8.19 

〇緊急事態措置区域に静岡県が追加 

・静岡県の対応方針（8 月 20 日から 9 月 12 日まで） 

〇飲食店等への周知 

〇公共施設の対応 

 ・閉館、貸出中止、自粛要請、人数制限ほか 

 ・市庁舎の人流抑制対策 

〇市主催事業・共催事業の対応 

 ・原則、中止または見直し 

〇学校・幼稚園・保育園の対応 

 ・8 月 26 日から通常登校（オンライン授業対応あり） 

 ・給食は 8 月 31 日まで無し。以降は簡易給食を予定 

 ・幼稚園・保育園は 9 月１日から通常開園（ただしイベントは中止または延期） 

〇職員の出勤等への対応 

 ・積極的に休暇取得を呼びかけ 

〇市民への広報 

 ・市長メッセージを配信 

24 R4.1.13 

〇市内における陽性患者の発生状況 

 ・1 月 7 日から増加傾向にある 

〇感染拡大に伴う市の対応 

⑴市民への広報 

 ・オミクロン株対応の呼び掛け（市長メッセージ） 

 ・早期検査・早期受診 

⑵公共施設の対応 

 ・窓口職員へガイドラインに沿った対応 

⑶イベント等の対応 

〇ワクチン３回目接種 

 ・１月 21 日から順次 3 回目接種券を発送 

 ・接種開始は、2 月 1 日から（5 病院、33 医院・クリニックで順次開始） 
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25 R4.1.24 

〇市内における陽性者の発生状況（1 月 24 日時点） 

・累計陽性者数：1,065 人（令和 4 年 1 月：249 人） 

・直近 1 週間 新規陽性者数：163 人 人口 10 万人当たり：150.32 人 

〇まん延防止等重点措置の内容 

 ・静岡県全域、1 月 27 日から 2 月 16 日まで 

 ・飲食店への時短要請 

〇まん延防止等重点措置適用に伴う市の対応 

⑴市民への広報 

⑵公共施設の対応 

 ・人数制限、イベント中止、自粛要請ほか 

⑶飲食店への周知、協力依頼 

 ・前回同様の形。ふじのくに認証店：497 店 

26 R4.2.15 

〇まん延防止等重点措置の延長 

 ・2 月 15 日県から国に対し静岡県全域を「まん延防止等重点措置の延長」要請 

〇「市職員が陽性となった場合の公表基準」の見直し 

27 R5.3.1 

〇三島市新型コロナウイルス感染症対策の見直し 

・三島市新型コロナウイルス感染症対策（改訂案） 

・市施設における感染防止ガイドライン（改訂案） 

・市施設におけるマスク着用の考え方について 

〇各種マニュアル 

・新型コロナウイルス感染症が「感染症法」上の５類感染症に位置づけられた時

点（令和 5 年 5 月 8 日予定）で、以下のマニュアルの運用を停止。 

・新型コロナウイルス等発生時初動マニュアル 

・新型コロナウイルス等職員陽性者発生時初動マニュアル（庁舎の消毒に関する

部分を除く） 

 

28 R5.5.10 

〇新型コロナウイルス感染症５類感染症移行後の対応について 

 ・職場（施設）における対応方針（マスクの着用、飛沫防止カーテン・パーティシ 

 ョン等について） 

〇新型コロナウイルス感染症対策本部の廃止について 

 ・5 月 10 日をもって、新型コロナウイルス感染症対策本部を廃止 

 今後は部長会議で市の対応方針等を検討 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策室の設置 

 (1) 設置経過 

    ・令和 2 年 4 月 27 日 発足 

       14 名にて運用開始したが、中小企業応援補助金の対応強化のため 3 名増員 

    ・令和 3 年 1 月 7 日 

        新型コロナウイルスワクチン対応のため、ワクチン班を設置し増員 
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 (2) 機構

 

令 和 2 年 度　　　三　島　市　行　政　機　構　図

環 境 市 民 部 環 境 政 策 課 環 境 企 画 係 環 境 保 全 係

清 掃 セ ン タ ー

ごみ処理施設整備推進室

市 民 課 住 民 記 録 係

廃 棄 物 対 策 課 業 務 係 収 集 係 施 設 係

きずなづくり推進室

市民 活動セ ンタ ー

国 際 交 流 室

健 幸 政 策 戦 略 室

戸 籍 係

市民サービスコーナー（中郷・北上）

地 域 協 働 ・ 安 全 課 防 犯 ・ 交 通 係

健 康 づ く り 課 食育・健康推進係 成 人 保 健 係

健 康 推 進 部 保 険 年 金 課 国 保 係

母 子 保 健 係

保 健 セ ン タ ー

ス ポ ー ツ 推 進 課 スポーツ推進係

国 民 年 金 係 高 齢 者 医 療 係

高齢者いきがいセンター　　　北上高齢者すこやかセンター   

介 護 保 険 課 介 護 保 険 係 介 護 認 定 係

市 民 体 育 館 市民温水プール

地域 包 括ケア 推 進課 いきがい推進係 地域包括支援係

保 護 係

福 祉 事 務 所 老 人 ホ ー ム

社 会 福 祉 会 館

社 会 福 祉 部 福 祉 総 務 課 福 祉 総 務 係

放課後児童クラブ（24施設） (※1)教育総務課（教育委員会）の職員が補助執行する。

老人福祉センター

子 育 て 支 援 課 子 ど も 家 庭 係

副 市 長 子ども子育て応援室 本町子育て支援センター

障 が い 福 祉 課 障 が い 福 祉 係 支 援 係

子 ど も 保 育 課 子 ど も 保 育 係

保育所（ 6園）

発達支援センター　　児童発達支援事業所　

財 政 経 営 部 財 政 課 財 政 係

佐野あゆみの里

発 達 支 援 課 発 達 支 援 係

検 査 室

課 税 課 庶 務 係 市 民 税 係

管 財 課 公共財産保全係 契 約 係

資 産 税 係

市 税 収 納 課 庶 務 係 収 納 係

住むなら三島戦略室

行 政 改 革 推 進 室

広 聴 文 書 課 文 書 法 規 係 ※情報公開コーナー

企 画 戦 略 部 政 策 企 画 課 政 策 推 進 係

市 長 秘 書 課 秘 書 係

市 民 生 活 相 談 セ ン タ ー

人 事 課 人 事 係

（三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会）

危 機 管 理 課 危 機 対 応 係 危 機 管 理 係

広 報 情 報 課 広 報 係 情報システム係

デ ジ タ ル 戦 略 室

消 防 連 携 係

産 業 文 化 部 農 政 課 農 政 振 興 係 土 地 改 良 係

新型コロナウイルス感染症対策室

商 工 観 光 課 商 工 労 政 係 観 光 政 策 係

副 市 長 市 民 文 化 会 館

地域ブランド創造室

オリンピック・パラリンピック誘客対策室

楽 寿 園 管 理 係

計 画 ま ち づ く り 部 都 市 計 画 課 歴史・まちづくり係

文 化 振 興 課 文 化 振 興 係

三 島 住 ま い 推 進 室

土 地 対 策 係

都 市 政 策 室

建 築 住 宅 課 設 備 係 営 繕 係

水 と 緑 の 課 水 と 緑 の 係

ガーデンシティ推進室

建 築 指 導 係

都 市 基 盤 部 都 市 整 備 課 用地・区画整理係

三島駅周辺整備推進課 推 進 係

企 業 立 地 推 進 課 推 進 係

市道・河川整備推進室

水 道 課 営 業 係

街 路 係

土 木 課 管 理 係 維 持 係

工 務 係 管 理 係

下 水 道 課 経 営 係 普及推進・施設係

会 計 管 理 者 会 計 課 会 計 係

整 備 係

浄 化 セ ン タ ー

生 活 排 水 対 策 室

教 育 政 策 室

学 校 教 育 課 学 務 係

審 査 係

教 育 総 務 課 総 務 係 施 設 係

教 育 委 員 会 幼 稚 園 (11 園 ) (※2) 職員の任免に関する事務を除き、子ども保育課（市長部局）の職員が補助執行する。

小 学 校 (14 校 )

指 導 係 給 食 指 導 係

学校給食共同調理場（3ヶ所）

女 性 青 少 年 係

公　民　館（中郷・坂・北上・錦田）

箱 根 の 里

教 育 長 教 育 推 進 部 中学 校 ( 7 校 )

生 涯 学 習 課 生 涯 学 習 係

中 郷 分 館

文 化 財 課 保 存 活 用 係

郷 土 資 料 館

図 書 館 事 務 係 図 書 係

農 業 委 員 会 事 務 局

固定資産評価審査委員会

（三島市外４組合公平委員会）

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

議 会 事 務 局 庶 務 係 議 事 調 査 係


